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  松 本 剛 明 殿 

統計委員会委員長   
椿  広 計 

 

令和６年度における統計リソースの重点的な配分に関する建議 

 

統計委員会は、令和６年度における統計リソース（予算・人員）の重点的な配

分に関する考え方等を下記のとおり取りまとめたので、建議する。 

 

記 

 

１ 令和６年度に統計リソースを重点的に配分すべき分野 

 

 (1) 第Ⅳ期基本計画の推進 

   「公的統計の整備に関する基本的な計画」（令和５年３月 28日閣議決定）

（第Ⅳ期基本計画）に基づき、以下を重点的に取り組む必要がある。 

 

（社会経済の変化に対応する公的統計の整備、国際比較可能性の向上） 

  経済のデジタル化の把握等に加え、引き続き産業連関表及び国民経済

計算のＳＵＴ体系への移行、四半期別ＧＤＰ速報（ＱＥ）の精度向上な

ど、社会経済の変化に的確に対応する公的統計の整備を進める。また、令

和７年（2025 年）をめどに国際連合で採択されることが見込まれる国民

経済計算の新たな国際基準（2025ＳＮＡ（仮称））の策定プロセスへの積

極的な関与、基準採択後できる限り速やかに導入するための検討の強化

など、統計の国際比較可能性の向上に取り組む必要がある。 

 

（品質の高い統計作成のための基盤整備） 

統計の品質管理のための取組を本格化させる。このため、統計作成プ

ロセスの標準化や信頼性の確保に資するシステムの整備、国・地方の統

計職員の確保・育成など、品質の高い統計の作成のための基盤整備を早

急に進めなければならない。 

 

（公印・契印省略） 
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（統計データの利活用促進、正確かつ効率的な統計の作成） 

ＥＢＰＭを推進する観点からも、統計データの利活用促進に取り組む

必要がある。このため、ｅ－Ｓｔａｔの機能を充実させるとともに、調

査票情報の二次的利用については、オンサイト利用に係る拠点施設の充

実及び統計調査の段階的な拡充、リモートアクセス方式の活用など高度

にセキュリティを確保した調査票情報の提供などに取り組む。また、ビ

ッグデータや行政記録情報の活用・研究など、多様な情報源の活用等に

よる正確かつ効率的な統計作成にも取り組む必要がある。 

 

 (2) 業務の集中的な見直しの実施 

以下については、上記(1)を行うとともに、公的統計のＤＸを推進するた

め、既存業務の抜本的な見直しが必要となる場合には、期間を定めてリソー

スを確保し、集中的な見直しを行わなければならない。 

 

（公的統計のＤＸ推進） 

人工衛星データなど統計調査に代わるビッグデータ等の情報ソースの

活用に向けた調査研究、統計調査を書面による作業を介さずにデジタル

で完結させるための統計調査員のタブレット活用やシステムのクラウド

化、回答数に占めるオンライン回答数の割合の目標（令和９年度までの５

年間で、基幹統計調査の企業系調査では８割以上、世帯系調査では５割以

上）達成を目指したシステムの改善など、あるいは地方統計機構の段階か

ら取り組むべき公的統計の品質管理や利活用の強化などについては、こ

れまでの取組の効果を把握し、効果が認められる場合には、集中的に推進

すべきである。 

 

（調査票情報の二次的利用に係るシステムや体制の整備） 

調査票情報の二次的利用の提供に係る業務については、現在、専ら当該

業務を行うためのシステムや体制がなく、いわば調査業務の付帯的な業

務となっている。こうした実情を踏まえると、今後、提供の早期化を実現

するためには、既存の提供プロセスや各府省のルールにとらわれること

なく抜本的な業務の見直しを行いつつ、必要なリソースを確保し、当該業

務を行うためのシステムや体制を整備する必要がある。 
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（業務改革、働き方改革の推進） 

定型的業務の見直しや外部委託の活用推進などの対応を進めることに

より職員が品質管理等の重要な業務プロセスに注力できる体制の整備、

統計研修の受講の促進、府省別計画に沿った統計データアナリスト等の

部内資格の取得、これらを活用した統計職員の専門性向上や活躍の場の

拡大といった人材確保と育成のための取組など（国家公務員の定年引上

げに伴う一時的な調整のための定員の活用を含む。）、業務改革、働き方改

革を職員等のニーズを把握しつつ、着実に進めなければならない。 

 

 (3) 国際的な動向の把握と連携・協調の確保 

上記(1)を行うに当たっては、公的統計をめぐる国際機関や諸外国の政府 

機関の動向を把握し、連携・協調を確保する必要がある。 

特に、ＳＤＧｓに関連した指標の整備等に取り組むほか、国際的な議論に

なっているＷｅｌｌ－ｂｅｉｎｇ指標について、事実に関わる統計調査と

意識に関わる社会調査の制度上の位置づけの相違等や総務省（統計委員会

担当室）において令和５年度に実施する先行的調査研究の状況を踏まえ、統

計調査と意識調査の関連性の分析等に対し、令和６年度に必要なリソース

を配分し、更に検討を進める必要がある。 

また、我が国が、引き続き国際連合統計委員会において、委員国として国

際的な統計分野で発信を行い、世界に貢献するとともに、それを支えること

のできる国際的な見識を有する統計職員の育成が必要である。 

 

２ 本建議の周知、フォローアップ等 

  本建議が令和６年度における統計リソースの確保及び重点的な配分に着実

に反映されるよう、総務省には、本建議の周知、フォローアップ等について、

以下のとおり要請する。 

 

・ 本建議の内容については、各府省の統計幹事等に十分周知し、これに沿っ

た統計リソースに関する各府省の要求状況を把握するとともに、「令和６年

度各府省統計調査計画等審査」においても活用し、それらの結果を統計委

員会に報告すること。 

・ 令和６年度の政府予算案等の決定後、各府省における既存リソースの再

配分を含む統計リソースの確保の状況を速やかに把握し、統計委員会にお

ける建議のフォローアップのために、その結果を報告すること。 


